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Ⅰ 企業誘致施策の取組状況について

１ 誘致実績及び経済的効果等（総括） 

 企業誘致施策は、平成16年度から21年度までは「インベスト神

奈川」、22年度から27年度までは「インベスト神奈川２ｎｄステ

ップ」、28年度から令和元年度までは「セレクト神奈川100」、

令和元年11月からは「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」として取り組んで

きた。これらの施策による事業所誘致実績等は次のとおりである。 

(1) 事業所誘致実績（令和３年２月４日現在）

区  分 誘致件数(うち県外・国外からの立地) 

インベスト神奈川 171件（ 63件）

インベスト神奈川２ｎｄステップ 192件（ 68件）

セレクト神奈川100 180件（110件）

セレクト神奈川ＮＥＸＴ  52件（ 24件）

合  計 595件（265件）

(2) 経済的効果（令和２年12月末現在）

区 分
事業所

数

※１

発注額の累計

※２
うち県内企業への

発注額(累計) 
県内

割合

インベスト神奈川 80件 ７兆1,964億8,400万円 ２兆8,230億2,600万円 39％

インベスト神奈川

２ｎｄステップ
87件 １兆 4,219億  900万円 4,235億9,000万円 30％

セレクト神奈川

100
112件 5,285億 5,300万円 2,783億8,800万円 53％

セレクト神奈川

ＮＥＸＴ
18件 130億3,100万円 82億3,400万円 63％

合  計 297件 ９兆1,599億7,700万円 ３兆5,332億3,800万円 39％

※１ 施設整備等助成制度、産業集積支援事業認定制度及び企業立地支援
事業認定制度を適用した事業所数

※２ 誘致した事業所による設備投資と操業開始後10年までの発注実績の
累計
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(3) 雇用実績（令和２年12月末現在） 

区 分 
事業所数

※ 
正社員数 

正社員以外の

社員数 
合計 

インベスト神奈川 38件 24,382人 6,168人 30,550人 

インベスト神奈川 

２ｎｄステップ 
86件 17,047人 3,234人 20,281人 

セレクト神奈川100 95件 5,614人 1,157人 6,771人 

セレクト神奈川 

ＮＥＸＴ 
５件 100人 40人 140人 

合  計 224件 47,143人 10,599人 57,742人 

※ 施設整備等助成制度、産業集積支援事業認定制度及び企業立地支援事
業認定制度を適用した事業所等のうち操業している事業所数（ただし助
成金の交付が終了した事業所40件を除く）  
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２ 「インベスト神奈川」による誘致実績と経済的効果等 

  「神奈川県産業集積促進方策（インベスト神奈川）」は、平成

16年10月から「施設整備等助成金」（最大80億円）などを活用し

ながら企業誘致活動を展開した。 

 

 (1) 助成金等を交付した事業所 

   平成16年度～令和２年度（見込み） 

事 業 名 件数 累  計 

施設整備等助成金 ※ 80件  604 億             586 万円 

産業集積促進融資事業費補助 65件 31 億 5,398 万円 

産業集積促進融資事業費補助 
（第２ステージ） 29件 ７億 8,188 万円 

合  計 174件  643 億 4,172 万円 

※ 令和３年度から４年度までの支出見込みは１億6,364万円 
 

 企業数 累  計 

不動産取得税軽減額 63 社 31 億   418 万円 

法人事業税軽減額 58 社 ９億 9,855 万円 

注) 令和３年１月末現在 
 

 (2) 施設整備等助成制度を適用した事業所 

   平成16年12月から22年３月までに80件の申請があり、助成事

業に認定した。 

大 企 業 中小企業 合  計 

    22件   58件   80件 

 

 (3) ワンストップサービス等を利用した事業所 

   産業集積促進融資制度による支援、企業に対する用地情報の

提供や産業プロジェクト用地への立地支援などを行うことに

より91件を誘致した。 

大 企 業 中小企業等 合  計 

   ３件   88件  91件 
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① 

(4) 施設整備等助成制度の認定企業による経済的効果等（令和２

年12月末現在） 

施設整備等助成制度を適用した事業所による経済的効果を確

認するため、県内企業への発注状況等の調査を平成18年度から

実施している。 

ア 調査の方法等 

(ｱ) 調査方法 

アンケート調査及び聞き取り 

(ｲ) 調査対象事業所 

施設整備等助成金を交付した事業所（撤退や破産した事

業所及び助成金の交付が終了した事業所を除く）38件（大

企業12件・中小企業26件） 

(ｳ) 調査に回答した事業所 

38件 回答率100％ 
 

イ 調査結果の概要 

(ｱ) 設備投資における発注実績 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

注） 件数及び発注額は、今年度の調査対象38件の累計に、撤退・破
産等した事業所（３件）の撤退又は破産するまでの累計と、助成
金の交付が終了した事業所（40件）の助成金交付終了（操業開始
後10年）までの累計を加算している。以下(ｳ)まで同じ。 

 

(ｲ) 操業における発注実績 

ａ 本業での発注実績 

区  分 
平成17～令和２年 

12月末(累計) 
比率 

件 
数 

総発注件数 8,041,464件 100％ 

 うち県内企業への発注件数 3,954,798件 49％ 

発

注
額 

総発注額 ６兆 2,033 億 4,300 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 ２兆 2,287 億 8,000 万円 36％ 

 

区  分 
平成17～令和２年 

12月末(累計) 
比率 

件 
数 

総発注件数 76,106件 100％ 

 うち県内企業への発注件数 42,241件 56％ 

発
注 

額 

総発注額 7,399 億 1,700 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 4,439 億 3,000 万円 60％ 

②  
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ｂ 管理運営・福利厚生での発注実績 

区  分 
平成17～令和２年 

12月末(累計) 
比率 

件 
数 

総発注件数 432,363件 100％ 

 うち県内企業への発注件数 213,492件 49％ 

発
注
額 

総発注額 2,532 億 2,400 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 1,503 億 1,600 万円 59％ 

 

(ｳ) 設備投資と操業における発注実績の合計 

区  分 
平成17～令和２年 

12月末(累計) 
比率 

発
注
額 

総発注額 ７兆 1,964 億 8,400 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 ２兆 8,230 億 2,600 万円 39％ 

 
(ｴ) 雇用に関する実績（事業所数38件）（令和２年12月末現在） 

区  分 人 数 

正社員数 24,382人 

正社員以外の社員数 6,168人 

雇用者総数（正社員＋正社員以外） 30,550人 

 

  ＜参考：これまでの雇用状況（平成17～令和２年度）＞ 

区  分 人 数 

新規採用正社員数の累計 14,581人 

県外の事業所から転入した正社員数の累計 12,695人 

   注) 撤退・破産等した事業所（３件）及び助成金の交付が終了した 
事業所（40件）の実績を含む。  

 

③  

①+②+③ 
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 (5) 県税の増収効果 

   施設整備等助成制度を適用した事業所（80件）の県税の増収

影響額について、新規立地・再投資による増加従業者数等と課

税実績を基として算定した。 

税   目 
平成17～令和２年度 

（累計） 

個 人 県 民 税 159 億   191 万円 

法 人 二 税 316 億   564 万円 

不動産取得税  12 億 7,312 万円 

合    計 487 億 8,067 万円 

注） 増収影響額は、今年度の調査対象38件の累計に、撤退・破産等した
事業所（３件）の撤退・破産等するまでの累計と、助成金の交付が終
了した事業所（40件）の助成金交付終了（操業開始後10年）までの累
計を加算している。 
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３ 「インベスト神奈川２ｎｄステップ」の誘致実績と経済的効果 

等 

  「神奈川県産業集積促進方策2010（インベスト神奈川２ｎｄス

テップ）」は、平成22年度から「産業集積支援事業認定制度」な

どを活用しながら企業誘致活動を展開した。 

  また、平成25年度からは、県が推進する２つの特区の取組と連

携した企業誘致活動を展開することなどを目的に、「産業集積促

進奨励金」（最大１億円）などを活用した「インベスト神奈川２

ｎｄステップ・プラス」として再スタートした。 
 

 (1) 奨励金等を交付した事業所 

   平成22年度～令和２年度（見込み） 

事 業 名 件数 累  計 

産業集積促進奨励金   ※ 18件 ３億 5,836 万円 

産業集積支援融資事業費補助   50件 14 億 7,335 万円 

合計 68件 18 億 3,171 万円 

※ 令和元年度までに奨励金の交付は終了 

 

 企業数 累  計 

不動産取得税軽減額 82社 17 億 5,765 万円 

注）令和３年１月末現在 

 

 (2) 産業集積支援事業認定制度を適用した事業所 

   平成22年４月から28年３月までに99件の申請があり、支援事

業に認定した。 

大 企 業 中小企業 合  計 

27件  72件  99件 
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 (3) ワンストップサービス等を利用した事業所 

   国内企業に対する用地情報の提供、産業プロジェクト用地へ

の立地支援や、外国企業に対するスタートアップオフィスの提

供、法人登記・ビザ申請等の拠点設立に向けた各種サポート、

ライフイノベーションセンターへの入居支援などにより、企業

95件を誘致した。 

大 企 業 中小企業等 合  計 

９件  86件      95件 

※ 産業集積支援事業認定制度との併用２件を含む。 

 

(4) 産業集積支援事業認定制度の認定企業による経済的効果等

（令和２年12月末現在） 

産業集積支援事業認定制度で立地した企業による経済的効果

を確認するため、県内企業への発注状況等の調査を平成23年度

から実施している。  

ア 調査の方法等  

(ｱ) 調査方法  

アンケート調査及び聞き取り 

(ｲ) 調査対象事業所 

産業集積支援事業認定制度を適用した事業所86件（大企

業24件・中小企業62件）（「インベスト神奈川」との重複

５件、失効等８件を除く） 

(ｳ) 調査に回答した事業所 

86件 回答率100％ 
 

イ 調査結果の概要 

(ｱ) 設備投資における発注実績 

区  分 
平成23～令和２年 
12月末 (累計) 

比率 

件
数 

総発注件数 12,957件 100％ 

 うち県内企業への発注件数 6,065件 47％ 

発
注
額 

総発注額 2,673 億  600 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 1,433 億 1,900 万円 54％ 

 

 

①  
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(ｲ) 操業における発注実績 

ａ 本業での発注実績 

 区  分 
平成23～令和２年 
12月末 (累計) 

比率 

件 
数 

総発注件数 5,654,341件 100％ 

 うち県内企業への発注件数 1,421,847件 25％ 

発
注
額 

総発注額 １兆 1,263 億 9,100 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 2,634 億 8,900 万円 23％ 

 

ｂ 管理運営・福利厚生での発注実績 

 区  分 
平成23～令和２年 
12月末 (累計) 

比率 

件 
数 

総発注件数 168,868 件 100％ 

 うち県内企業への発注件数 94,063 件 56％ 

発
注
額 

総発注額 282 億 1,200 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 167 億 8,200 万円 59％ 

 

(ｳ) 設備投資と操業における発注実績の合計 

区  分 
平成23～令和２年 
12月末 (累計) 

比率 

発
注
額 

総発注額 １兆 4,219 億 900 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 4,235 億 9,000 万円 30％ 

 

(ｴ) 雇用に関する実績（事業所数86件）（令和２年12月末現在） 

区  分 人 数 

正社員数 17,047人 

正社員以外の社員数 3,234人 

雇用者総数（正社員＋正社員以外） 20,281人 

 

    ＜参考：これまでの雇用状況（平成23～令和２年度）＞ 

区  分 人 数 

新規採用正社員数の累計 4,390人 

県外の事業所から転入した正社員数の累計 5,282人 

  

①+②+③ 

③  

②  
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(5) 県税の増収効果 

   産業集積支援事業認定制度を適用した事業所の県税の増収

影響額について、新規立地・再投資による増加従業者数等と課

税実績を基として算定した。 

税   目 
平成24～令和２年度 

（累計） 

個 人 県 民 税 25 億 1,443 万円 

法 人 二 税 76 億 4,701 万円 

不動産取得税 18 億   791 万円 

合    計 119 億 6,935 万円 

注） 増収影響額は、「インベスト神奈川」との重複５件と失効等７件を
除いた87件の累計。 
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４ 「セレクト神奈川100」の誘致実績と経済的効果等 

  「神奈川県企業誘致推進方策（セレクト神奈川100）」は、平

成28年度から「企業立地支援事業認定制度」などを活用しながら、

企業誘致活動を展開した。 

 

 (1) 補助金等を交付した事業所 

   平成28年度～令和２年度（見込み） 

事 業 名 件数 累  計 

企業誘致促進補助金 ※ 23件 ６億 9,415 万円 

企業誘致促進賃料補助金 18件 8,200 万円 

企業誘致促進融資事業費補助   48件 ５億 5,823 万円 

合  計 89件  13 億 3,438 万円 

※ 令和３年度から17年度までの支出見込みは93億9,439万円 
    

 企業数 累  計 

不動産取得税軽減額 43社 ２億 9,948 万円 

注） 令和３年１月末現在  
 

(2) 企業立地支援事業認定制度等を適用した事業所 

企業立地支援事業認定制度及び企業誘致促進賃料補助金には、

平成28年４月から令和２年３月までに113件の申請があり、支援

事業の認定等をした。 

区   分 大企業 中小企業 合 計 

企業立地支援事業 29件  65件  94件 

企業誘致促進賃料補助金 ６件  13件 19件 

合  計 35件  78件 113件 

 

(3) ワンストップサービス等を利用した事業所 

国内企業に対する用地情報の提供や、外国企業に対するスタ

ートアップオフィスの提供、法人登記・ビザ申請等の拠点設立

に向けた各種サポート、ライフイノベーションセンターへの入

居支援などにより、企業69件を誘致した。 

大 企 業 中小企業等 合  計 

５件   64件    69件  

 ※ 企業誘致促進賃料補助金との併用２件を含む。 
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(4) 企業立地支援事業認定制度の認定企業等による経済的効果等

（令和２年12月末現在） 

企業立地支援事業認定制度を適用した事業所等による経済的

効果を確認するため、県内企業への発注状況等の調査を平成28

年度から実施している。 

ア 調査の方法等 

(ｱ) 調査方法 

アンケート調査及び聞き取り 

(ｲ) 調査対象事業所 

企業立地支援事業認定制度等を適用した事業所111件（大

企業34件・中小企業77件）（計画中止等２件を除く） 

(ｳ) 調査に回答した事業所 

111件 回答率100％ 

 

イ 調査結果の概要 

(ｱ) 設備投資における発注実績 

区  分 
平成28～令和２年12月末 

(累計) 
比率 

件
数 

総発注件数 10,561件 100％ 

 うち県内企業への発注件数 5,409件 51％ 

発
注
額 

総発注額 3,641 億 6,800 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 2,282 億 3,400 万円 63％ 

 

(ｲ) 操業における発注実績 

ａ 本業での発注実績 

 区  分 
平成28～令和２年12月末 

(累計) 
比率 

件 
数 

総発注件数 2,213,132件 100％ 

 うち県内企業への発注件数 431,639件 20％ 

発
注
額 

総発注額 1,538 億 3,200 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 435 億           600 万円 28％ 

 

②  

①  
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ｂ 管理運営・福利厚生での発注実績 

 区  分 
平成28～令和２年12月末 

(累計) 
比率 

件 
数 

総発注件数 34,817件 100％ 

 うち県内企業への発注件数 19,638件 56％ 

発
注
額 

総発注額 105 億 5,300 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 66 億 4,800 万円 63％ 

 

(ｳ) 設備投資と操業における発注実績の合計 

区  分 
平成28～令和２年12月末 

(累計) 
比率 

発
注
額 

総発注額 5,285 億 5,300 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 2,783 億 8,800 万円 53％ 

 

(ｴ) 雇用に関する実績（事業所数95件）（令和２年12月末現在） 

区  分 人 数 

正社員数 5,614人 

正社員以外の社員数 1,157人 

雇用者総数（正社員＋正社員以外） 6,771人 

 
＜参考：これまでの雇用状況（平成28～令和２年度）＞ 

区  分 人 数 

新規採用正社員数の累計 1,318人 

県外の事業所から転入した正社員数の累計 1,011人 

 

  

③  

①+②+③ 
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(5) 県税の増収効果 

企業立地支援事業認定制度等を適用した事業所（111件）の

県税の増収影響額について、新規立地・再投資による増加従業

者数等と課税実績を基として算定した。 

税   目 
平成29～令和２年度 

（累計） 

個 人 県 民 税 ３億 4,987 万円 

法 人 二 税 ５億 4,031 万円 

不動産取得税 ２億 9,949 万円 

合    計 11 億 8,967 万円 
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５ 「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」の誘致実績と経済的効果等 

  神奈川県企業誘致施策「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」は、令和元年

11月から「企業立地支援事業認定制度」などを活用しながら、企

業誘致活動を展開している。 

 

 (1) 補助金等を交付した事業所 

   令和元年度～令和２年度（見込み） 

事 業 名 件数 累  計 

企業立地促進補助金 ※ ５件 1,040 万円 

企業誘致促進賃料補助金  １件 31 万円 

企業立地促進融資事業費補助 23件 5,133 万円 

合  計 29件     6,204 万円 

※ 令和３年度から21年度までの支出見込みは34億2,109万円 
    

 (2) 企業立地支援事業認定制度を適用した事業所（令和３年２ 

  月４日現在） 

   企業立地支援事業認定制度には、令和元年11月から令和３年

１月までに30件の申請があり、「神奈川県企業立地支援事業審

査会」の審査を経て、支援事業の認定をしている。 

区   分 大企業 中小企業 合 計 

企業立地支援事業 ６件  23件  29件 

企業誘致促進賃料補助金 ０件 １件 1件 

合  計 ６件 24件 30件 

 

 (3) ワンストップサービス等を利用した事業所（令和３年２月 

  ４日現在） 

   国内企業に対する用地情報の提供や、外国企業に対するスタ

ートアップオフィスの提供、法人登記・ビザ申請等の拠点設立

に向けた各種サポート、ライフイノベーションセンターへの入

居支援などにより、令和元年11月から令和３年２月までに、企

業22件を誘致した。 

大 企 業 中小企業等 合  計 

２件   20件    22件  
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(4) 企業立地支援事業認定制度の認定企業等による経済的効果

（令和２年12月末現在）  

企業立地支援事業認定制度を適用した事業所等による経済的

効果を確認するため、県内企業への発注状況等の調査を令和２

年度から実施している。  

ア 調査の方法等 

(ｱ) 調査方法 

アンケート調査及び聞き取り 

  (ｲ) 調査対象事業所 

企業立地支援事業認定制度等を適用した事業所 18件（大

企業４件・中小企業14件）  

(ｳ) 調査に回答した事業所 

18件 回答率100％ 

 

イ 調査結果の概要 

(ｱ) 設備投資における発注実績 

区  分 令和２年１月～12月末 比率 

件
数 

総発注件数 345件 100％ 

 うち県内企業への発注件数 189件 55％ 

発
注
額 

総発注額 122 億 7,700 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 80 億 3,600 万円 65％ 

 

(ｲ) 操業における発注実績 

ａ 本業での発注実績 

 区  分 令和２年１月～12月末 比率 

件 
数 

総発注件数 11,293件 100％ 

 うち県内企業への発注件数 5,536件 49％ 

発
注
額 

総発注額 ６億 7,900 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 １億 8,000 万円 27％ 
②  

① 
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ｂ 管理運営・福利厚生での発注実績 

 区  分 令和２年１月～12月末 比率 

件 
数 

総発注件数 121件 100％ 

 うち県内企業への発注件数 96件 79％ 

発
注
額 

総発注額 7,500 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 1,800 万円 24％ 

 

(ｳ) 設備投資と操業における発注実績の合計 

区  分 令和２年１月～12月末 比率 

発
注
額 

総発注額 130 億 3,100 万円 100％ 

 うち県内企業への発注額 82 億 3,400 万円 63％ 

 

(ｴ) 雇用に関する実績（事業所数５件）（令和２年12月末現在） 

区  分 人 数 

正社員数 100人 

正社員以外の社員数 40人 

雇用者総数（正社員＋正社員以外） 140人 

 

＜参考＞ 

区  分 人 数 

新規採用正社員数の累計 16人 

県外の事業所から転入した正社員数の累計 １人 

 

 (5) 県税の増収効果 

   企業立地支援事業認定制度等を適用した事業所（18件）の県

税の増収影響額について、新規立地・再投資による増加従業者

数等と課税実績を基として算定した。 

税   目 令和２年度 

個 人 県 民 税 ７万円 

③  

①+②+③ 
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１ 「セレクト神奈川100」の誘致実績 

 

(1) 誘致実績（令和３年２月４日現在） 

平成28年度実績 38件 

（県外・国外：22件、県内再投資：16件） 

平成29年度実績 53件 

（県外・国外：32件、県内再投資：21件） 

平成30年度実績 47件 

（県外・国外：26件、県内再投資：21件） 

令和元年度実績 38件 

（県外・国外：26件、県内再投資：12件） 

令和２年度実績  ４件 

（県外・国外：４件、県内再投資：０件） 

 

(2) 誘致企業一覧 

ア 県外・国外事業所 110件 

(ｱ) 企業立地支援事業で認定した事業所 

 企業名 規模 立地場所 認定産業 立地類型 年度 

１ 
ジンマー・バイオメッ
ト(同)(外国企業) 

大企業 平塚市 
先端医療 
関連産業 

県外 28年度  

２ 
ア サ ヌ マ コ ー ポ レ ー
ション㈱ 

中小企業 相模原市 
未病 

関連産業 
県外 28年度  

３ ㈱ミズキ 中小企業 綾瀬市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

関連産業 
県外 28年度  

４ 
㈱ケン・コーポレーシ
ョン 

大企業 横浜市 
観光 

関連産業 
県外 28年度  

５ ㈱アネブル 中小企業 小田原市 
輸送用機械 

器具関連産業 
県外 28年度  

６ 
Agilis GTRI Japan㈱ 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

川崎市 
(LIC 入居) 

先端医療 
関連産業 

国外 28年度  

７ ㈱ユーグレナ 中小企業 横浜市 
エネルギー 
関連産業 

県外 28年度  

８ 
昭和電工マテリアルズ
㈱ 

大企業 川崎市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

県外 28年度  

９ 
㈱ 関 東 ダ イ エ ッ ト ク
ック 

中小企業 小田原市 
未病 

関連産業 
県外 28年度  

10 
日本エア・リキード㈱
(外国企業) 

大企業 横須賀市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

県外 28年度  

11 ㈱サンリック 中小企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

県外 28年度  

参考 
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 企業名 規模 立地場所 認定産業 立地類型 年度 

12 共同薬品㈱ 中小企業 秦野市 
先端素材 
関連産業 

県外 28年度  

13 
㈱ タ ケ エ イ グ リ ー ン
リサイクル 

中小企業 
(小規模企業) 

横須賀市 
エネルギー 
関連産業 

県外 29年度  

14 
㈱ Ｊ バ イ オ フ ー ド リ
サイクル 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
エネルギー 
関連産業 

県外 29年度  

15 川澄化学工業㈱ 大企業 川崎市 
先端医療 
関連産業 

県外 29年度  

16 ㈱ＭＹプロパティ 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
観光 

関連産業 
県外 29年度  

17 ㈱ＡＫフォーチュン 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
観光 

関連産業 
県外 29年度  

18 ㈱村田製作所 大企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

県外 29年度  

19 ㈱ジーシー 大企業 川崎市 
先端医療 

関連産業 
県外 29年度  

20 
LG Holdings Japan ㈱
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

県外 30年度  

21 
㈱T･Y ホールディング
ス 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
観光 

関連産業 
県外 30年度  

22 ニッセイ・リース㈱ 大企業 鎌倉市 
観光 

関連産業 
県外 30年度  

23 ㈱銀しゃり 中小企業 相模原市 
未病 

関連産業 
県外 30年度  

24 芙蓉実業㈱ 中小企業 相模原市 
ロボット 
関連産業 

県外 30年度  

25 ソニー㈱ 大企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

県外 30年度  

26 味の素㈱ 大企業 川崎市 
未病 

関連産業 
県外 30年度  

27 
フォルシア・ジャパン

㈱(外国企業) 
中小企業 大和市 

輸送用機械 

器具関連産業 
県外 30年度  

28 積水ハウス㈱ 大企業 横浜市 
観光 

関連産業 
県外 30年度  

29 大村技研㈱ 中小企業 川崎市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

県外 30年度  

30 ㈱東芝 大企業 横浜市 
輸送用機械 

器具関連策業 
県外 元年度 

31 
㈱ 東 京 精 密 器 具 製 作
所 

中小企業 川崎市 
輸送用機械 

器具関連策業 
県外 元年度 

32 日本テレビ音楽㈱ 中小企業 横浜市 
観光 

関連産業 
県外 元年度 
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 企業名 規模 立地場所 認定産業 立地類型 年度 

33 ＪＳＲ㈱ 大企業 川崎市 
先端医療 
関連産業 

県外 元年度 

34 中外製薬㈱ 大企業 横浜市 
先端医療 
関連産業 

県外 元年度 

35 ㈱三差製作所 中小企業 相模原市 
輸送用機械 

器具関連産業 
県外 元年度 

36 ㈱ヒューテック 中小企業 川崎市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

県外 ２年度 

37 
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行
㈱ 

大企業 横浜市 
観光 

関連産業 
県外 ２年度 

38 いすゞ自動車㈱ 大企業 横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
県外 ２年度 

39 ㈱イーアクセス 中小企業  秦野市 
先端素材 
関連産業 

県外 ２年度 

 

(ｲ) 企業誘致促進賃料補助金を活用した事業所 

 企業名 規模 立地場所 認定産業 立地類型 年度 

１ テラファーマ㈱※ 
中小企業 
(小規模企業) 

川崎市 
(LIC 入居) 

先端医療 
関連産業 

県外 29年度  

２ 
キ ャ タ ピ ラ ー ジ ャ パ
ン(同)(外国企業) 

大企業 横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
県外 29年度  

３ 

クーパー・スタンダー
ド ・ オ ー ト モ ー テ ィ
ブ・ジャパン㈱ 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
県外 30年度  

４ 

コンテンポラリー・ア

ンプレックス・テクノ

ロジー・ジャパン㈱

(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
国外 30年度  

５ 
㈱生命科学インステ

ィテュート※ 
中小企業 

川崎市 

(LIC 入居) 

先端医療 

関連産業 
県外 30年度  

６ ㈱西部技研 中小企業 寒川町 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

県外 30年度  

７ 
京セラドキュメント

ソリューションズ㈱ 
大企業 横浜市 

IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

県外 元年度 

８ 
昭和電工マテリアルズ

㈱ 
大企業 横浜市 

先端医療 
関連産業 

県外 元年度 

９ アクトメッド㈱ 
中小企業 
(小規模企業) 

藤沢市 
先端医療 
関連産業 

県外 元年度 

10 

モメンティブ・パフォ

ーマンス・マテリアル
ズ・ジャパン(同) 
(外国企業) 

大企業 川崎市 
輸送用機械 

器具関連産業 
県外 元年度 

- 20 -



 

 企業名 規模 立地場所 認定産業 立地類型 年度 

11 ㈱イクシス 中小企業 川崎市 
ロボット 
関連産業 

県外 元年度 

12 
ガーダントヘルスジ

ャパン㈱(外国企業) 
中小企業 
(小規模企業) 

藤沢市 
先端医療 
関連産業 

県外 元年度 

13 

フォルクスワーゲン

グループジャパン㈱ 

(外国企業) 

大企業 横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
県外 元年度 

※ ワンストップサービスの活用と重複 

 

(ｳ) ワンストップサービス等を利用した事業所 

 企業名 規模 立地場所 認定産業等 立地類型 年度 

１ 
デュララテクノロジー
ズジャパン㈱ 
(外国企業) ※１ 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
先端素材 
関連産業 

国外 28年度  

２ 
ARATAS㈱ 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

国外 28年度  

３ Genomedia㈱ 中小企業 
川崎市 

(LIC 入居) 
ライフ 

サイエンス 
県外 28年度  

４ 
㈱ ラ イ フ バ ン ク ジ ャ

パン 

中小企業 

(小規模企業) 

川崎市 

(LIC 入居) 

ライフ 

サイエンス 
県外 28年度  

５ ㈱同仁化学研究所 中小企業 
川崎市 

(LIC 入居) 
ライフ 

サイエンス 
県外 28年度  

６ 
テラファーマ㈱ 
※２ 

中小企業 
(小規模企業) 

川崎市 
(LIC 入居) 

ライフ 
サイエンス 

県外 28年度  

７ 
Nexeon ・ Japan ㈱

(外国企業) 
中小企業 横浜市 

エネルギー 

関連産業 
県外 28年度  

８ 
SPLASH Waterpark㈱ 
(外国企業) ※１ 

中小企業 
(小規模企業) 

逗子市 
観光 

関連産業 
国外 28年度  

９ 
ECI JAPAN㈱ 

(外国企業) 

中小企業 

(小規模企業) 
横浜市 

IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 

関連産業 
国外 28年度  

10 愛知産業㈱ 中小企業 相模原市 
ロボット 
関連産業 

県外 28年度  

11 シスメックス㈱ 大企業 
川崎市 

(LIC 入居) 
ライフ 

サイエンス 
県外 29年度  

12 
㈱NTQ ジャパン 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

県外 29年度  

13 
CMC Japan㈱ 
(外国企業) ※１ 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

国外 29年度  

14 ㈱ファーストリンク 中小企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

県外 29年度  

15 
オ レ ン ジ サ イ エ ン ス
(同)(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
先端医療 
関連産業 

国外 29年度  
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 企業名 規模 立地場所 認定産業等 立地類型 年度 

16 アズワン㈱ 大企業 
川崎市 

(LIC 入居) 
ライフ 

サイエンス 
県外 29年度  

17 
君島国際商会㈱ 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 29年度  

18 
㈱北京 T’s センター
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 29年度  

19 
Mainetti Korea Co., 
Ltd. 日 本 駐 在 員 事 務
所(外国企業) 

― 横浜市 ― 国外 29年度  

20 
CHC FOOD INDUSTRIES 

JAPAN㈱(外国企業) 

中小企業 

(小規模企業) 
厚木市 ― 国外 29年度  

21 
Hinduja Tech Limited  
日本支店(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 29年度  

22 
swissQprint Japan ㈱
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 29年度  

23 
AIC VIETNAM 横浜支店
(外国企業) 

― 横浜市 ― 国外 29年度  

24 
Ben's Cookies Japan
㈱(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 29年度  

25 
EOS Electro Optical 

Systems Japan㈱ 
(外国企業) ※１ 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
国外 29年度  

26 
TC BioPharm Ltd.  
(外国企業) 

― 
川崎市 

(LIC 入居) 
ライフ 

サイエンス 
国外 29年度  

27 
日 本 パ ル フ ィ ン ガ ー
㈱(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 29年度  

28 
㈱生命科学インステ

ィテュート※２ 
中小企業 

川崎市 
(LIC 入居) 

ライフ 
サイエンス 

県外 29年度  

29 
AquaSoli（同） 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 29年度  

30 
INTOPS 日本事務所 
(外国企業) 

― 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

国外 29年度  

31 
Grey Orange㈱ 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
ロボット 

関連産業 
国外 29年度  

32 
Autotalks㈱ 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

国外 29年度  

33 
DELO 工業接着剤㈱ 
(外国企業) ※１ 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
国外 29年度  

34 
ハルターマン・カーレ
ス・ジャパン（同） 

(外国企業) ※１ 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
国外 29年度  

35 
㈱S3ジャパン 
(外国企業) ※１ 

中小企業 
(小規模企業) 

藤沢市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

国外 30年度  
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 企業名 規模 立地場所 認定産業等 立地類型 年度 

36 
日本天脈科技㈱ 
(外国企業) ※１ 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

国外 30年度  

37 
旭和㈱ 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 30年度  

38 
㈱ソーフンジャパン

(外国企業) 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 県外 30年度  

39 
FPT ジャパン㈱ 

(外国企業) 
中小企業 横浜市 ― 県外 30年度  

40 

㈱エイチビーラボジ

ャパン 

(外国企業) ※１ 

中小企業 

(小規模企業) 
横浜市 

IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

関連産業 
国外 30年度  

41 
TNO JAPAN㈱ 

(外国企業) 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 30年度  

42 
BRAID JAPAN㈱ 

(外国企業) 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 30年度  

43 

㈱ISC Japan R&D 

Center 

(外国企業) ※１ 

中小企業 
(小規模企業) 

川崎市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

国外 30年度  

44 

スコットベーダ―・ジ

ャパン㈱ 

(外国企業) ※１ 

中小企業 

(小規模企業) 
横浜市 

輸送用機械 

器具関連産業 
国外 30年度  

45 
㈱レリパ 

(外国企業) ※１ 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 30年度  

46 
OMEGA AIR（同）日本

支店(外国企業) 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 30年度  

47 
EISENMANN JAPAN㈱ 

(外国企業) ※１ 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
国外 30年度 

48 
日本エヌビゾ㈱ 

(外国企業) ※１ 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

国外 元年度 

49 
VISUAL SYSTEMS,INC.

日本支店 ※１ 

中小企業 

(小規模企業) 
横浜市 

IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

関連産業 
国外 元年度 

50 
セグラジャパン㈱ 

(外国企業) ※１ 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
国外 元年度 

51 

SEIKO IDEAS 

CORPORATION 横浜駐在

員事務所(外国企業) 

― 横浜市 ― 国外 元年度 

52 ㈱ナレッジパレット 
中小企業 
(小規模企業) 

川崎市 
(LIC 入居) 

ライフ 
サイエンス 

県外 元年度 

53 
㈱ピュアパーセント 

(外国企業) 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 元年度 

54 
嘉利日本㈱ 

(外国企業) ※１ 

中小企業 

(小規模企業) 
横浜市 

輸送用機械 

器具関連産業 
国外 元年度 
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 企業名 規模 立地場所 認定産業等 立地類型 年度 

55 
クレストウォーター 

(同)(外国企業)  
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 ― 国外 元年度 

56 
HANDS JAPAN㈱ 

(外国企業) ※１ 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
国外 元年度 

57 

ベクタービルダー・ 

ジャパン(同) 

(外国企業) ※１ 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
先端医療 
関連産業 

国外 元年度 

58 
日本華翔㈱ 

(外国企業) 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
国外 元年度 

59 
AB Dynamics(同) 

(外国企業)  

中小企業 

(小規模企業) 
横浜市 

輸送用機械 

器具関連産業 
国外 元年度 

60 
Mini-Circuits 

Japan㈱(外国企業) 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

国外 元年度 

※１ 外国企業立上げ支援補助金制度の活用 
※２ 企業誘致促進賃料補助金の活用との重複 

 

イ 県内再投資 70件 

(ｱ) 企業立地支援事業で認定した事業所 

 企業名 規模 立地場所 認定産業 年度 

１ 河西工業㈱ 大企業 寒川町 
輸送用機械 

器具関連産業 
28年度  

２ 三菱電機㈱ 大企業 相模原市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

28年度  

３ 日本表面化学㈱ 中小企業 茅ケ崎市 
先端素材 

関連産業 
28年度  

４ 太洋テクニカ㈱ 中小企業 平塚市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

28年度  

５ オーセンテック㈱ 
中小企業 
(小規模企業) 

相模原市 
ロボット 

関連産業 
28年度  

６ 日本圧着端子製造㈱ 中小企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

28年度  

７ ㈱クボテック 中小企業 伊勢原市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

28年度  

８ 池内精工㈱ 中小企業 横須賀市 
輸送用機械 

器具関連産業 
28年度  

９ ㈱ＳＫテック 中小企業 秦野市 
エネルギー 
関連産業 

28年度  

10 ㈱久留米製作所 中小企業 相模原市 
ロボット 
関連産業 

28年度  

11 ㈱ＩＨＩ 大企業 横浜市 
エネルギー 
関連産業 

29年度  
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 企業名 規模 立地場所 認定産業 年度 

12 東京応化工業㈱ 大企業 寒川町 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

29年度  

13 田中水力㈱ 中小企業 厚木市 
エネルギー 
関連産業 

29年度  

14 ㈱湘南精機 中小企業 小田原市 
輸送用機械 

器具関連産業 
29年度  

15 峰光電子㈱ 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

29年度  

16 千歳自動車工業㈱ 中小企業 横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
29年度  

17 ペンニットー㈱ 
中小企業 
(小規模企業) 

相模原市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

29年度  

18 
㈱ ジ ー エ ム エ ン ジ ニ
アリング 

中小企業 横浜市 
ロボット 
関連産業 

29年度  

19 ㈱第五電子工業 中小企業 相模原市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

29年度  

20 
㈱ コ ー エ ー テ ク モ ゲ
ームス 

大企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

29年度  

21 アズビル㈱ 大企業 寒川町 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

29年度  

22 エスティーティー㈱ 中小企業 秦野市 
輸送用機械 

器具関連産業 
29年度  

23 ㈱ニフコ 大企業 相模原市 
輸送用機械 

器具関連産業 
29年度  

24 ニシダ精機㈱ 中小企業 相模原市 
ロボット 
関連産業 

29年度  

25 
エヌ・デイ・ケー加工
センター㈱ 

中小企業 相模原市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

29年度  

26 石山ネジ㈱ 中小企業 相模原市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

29年度  

27 AGC㈱ 大企業 横浜市 
先端素材 
関連産業 

29年度  

28 三菱電機㈱ 大企業 鎌倉市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

29年度  

29 
㈱第五電子工業(溶接
工場) 

中小企業 相模原市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

29年度  

30 
イ ン タ ー ナ シ ョ ナ
ル・トイレツリース㈱ 

中小企業 秦野市 
未病 

関連産業 
30年度  

31 ㈱セーコウ 中小企業 川崎市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

30年度  

32 ㈱湘南テクノ 中小企業 厚木市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

30年度  
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 企業名 規模 立地場所 認定産業 年度 

33 東日本旅客鉄道㈱ 大企業 川崎市 
観光 

関連産業 
30年度  

34 ㈱ヤマヨ 
中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
エネルギー 
関連産業 

30年度  

35 ㈱東陽 中小企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

30年度  

36 日本ゼトック㈱ 中小企業 相模原市 
未病 

関連産業 
30年度  

37 
㈱ 小 田 原 エ ン ジ ニ ア

リング 
中小企業 松田町 

輸送用機械 

器具関連産業 
30年度  

38 ㈱五十嵐電機製作所 中小企業 川崎市 
輸送用機械 

器具関連産業 
30年度  

39 ㈱康井精機 中小企業 海老名市 
ロボット 
関連産業 

30年度  

40 フェイス㈱ 中小企業 相模原市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

30年度  

41 日亜化学工業㈱ 大企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

30年度  

42 日本電子工業㈱ 中小企業 相模原市 
輸送用機械 

器具関連産業 
30年度  

43 共進精機㈱ 中小企業 川崎市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

30年度  

44 京セラ㈱ 大企業 川崎市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

30年度  

45 三波工業㈱ 中小企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

30年度  

46 東邦電子㈱ 中小企業 相模原市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

30年度  

47 ㈱生物技研 中小企業 相模原市 
未病 

関連産業 
30年度  

48 ㈱放電精密加工研究所 大企業 大和市 
ロボット 
関連産業 

元年度  

49 
㈱イー・エム・シー・
ジャパン 

中小企業 相模原市 
輸送用機械 

器具関連産業 
元年度  

50 ㈱シノテスト 中小企業 相模原市 
未病 

関連産業 
元年度  

51 (資)佐藤製紐所 
中小企業 
(小規模企業) 

相模原市 
先端素材 
関連産業 

元年度  

52 
㈱ 東 洋 ハ イ ド ロ エ レ
ベータ 

中小企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

元年度  

53 日本サーモニクス㈱ 中小企業 相模原市 
輸送用機械 

器具関連産業 
元年度  
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 企業名 規模 立地場所 認定産業 年度 

54 ㈱ティーツー 
中小企業 
(小規模企業) 

相模原市 
輸送用機械 

器具関連産業 
元年度  

55 ㈱田中製作所 中小企業 綾瀬市 
輸送用機械 

器具関連産業 
元年度  

 

(ｲ) 企業誘致促進賃料補助金を活用した事業所 

 企業名 規模 立地場所 認定産業 年度 

１ 
フォルシア・ジャパン

㈱(外国企業) 
中小企業 横浜市 

輸送用機械 

器具関連産業 
30年度  

２ 
ロ ケ ッ ト ソ フ ト ウ ェ
アジャパン㈱ 
(外国企業) 

中小企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

30年度  

３ 
FPT ジャパンホールデ
ィングス㈱ 
(外国企業) 

大企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

元年度 

４ 
Avinton ジャパン㈱ 
(外国企業) 

中小企業 横浜市 
ロボット 
関連産業 

元年度 

５ 
嘉利日本㈱ 

(外国企業) 

中小企業 

(小規模企業) 
横浜市 

輸送用機械 

器具関連産業 
元年度 

６ 
ド ル マ カ バ ジ ャ パ ン
㈱(外国企業) 

中小企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

元年度 

 

(ｳ) ワンストップサービス等を利用した事業所 

 企業名 規模 立地場所 認定産業等 年度 

１ 
正 晃 ホ ー ル デ ィ ン グ
ス ㈱ （ ㈱ バ イ オ テ ッ
ク・ラボ） 

中小企業 
川崎市 

(LIC 入居) 
ライフ 

サイエンス 
28年度  

２ ㈱理研ジェネシス 中小企業 
川崎市 

(LIC 入居) 
ライフ 

サイエンス 
28年度  

３ ㈱ウイザップ偕揚社 中小企業 秦野市 
輸送用機械 

器具関連産業 
28年度  

４ ダイダン㈱ 大企業 
川崎市 

(LIC 入居) 
ライフ 

サイエンス 
28年度  

５ 
ユ ー エ ム エ ン ジ ニ ア
リング㈲ 

中小企業 
(小規模企業) 

厚木市 
ロボット 
関連産業 

28年度  

６ 
島 津 サ イ エ ン ス 東 日
本㈱ 

中小企業 
川崎市 

(LIC 入居) 
ライフ 

サイエンス 
28年度  

７ 日本フルハーフ㈱ 大企業 厚木市 
輸送用機械 

器具関連産業 
29年度  
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 企業名 規模 立地場所 認定産業等 年度 

８ リヒト精工㈱ 中小企業 厚木市 
輸送用機械 

器具関連産業 
29年度  

９ ㈱荏原製作所 大企業 藤沢市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

30年度  
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２ 「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」の誘致実績 

 

(1) 誘致実績（令和３年２月４日現在） 

令和元年度実績 12件 

（県外・国外：８件、県内再投資４件） 

令和２年度実績 40件 

（県外・国外：16件、県内再投資24件） 

 

(2) 誘致企業一覧 

ア 県外・国外事業所 24件 

(ｱ) 企業立地支援事業で認定した事業所 

 企業名 規模 立地場所 認定産業 立地類型 年度 

１ ㈱裕源 中小企業 相模原市 
未病 

関連産業 
県外 ２年度 

２ 利久㈱ 
中小企業 
(小規模企業) 

茅ケ崎市 
エネルギー

関連産業 
県外 ２年度 

３ 二和印刷㈱ 中小企業 伊勢原市 
未病 

関連産業 
県外 ２年度 

４ アルトリスト㈱ 中小企業 相模原市 
ロボット 
関連産業 

県外 ２年度 

 

(ｲ) 企業誘致促進賃料補助金を活用した事業所 

 企業名 規模 立地場所 認定産業 立地類型 年度 

１ 
カラーリンク・ジャパ

ン㈱ 
中小企業 川崎市 

IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
関連産業 

県外 ２年度 

 

(ｳ) ワンストップサービス等を利用した事業所 

 企業名 規模 立地場所 認定産業等 立地類型 年度 

１ 
Zerosound Asia㈱ 
(外国企業) ※ 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
先端素材 
関連産業 

国外 元年度  

２ 
CIMSOURCE Japan㈱ 
(外国企業) ※ 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

国外 元年度  

３ 
ACTIA Japan㈱ 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
国外 元年度  

４ 
シンクオウル・ジャパ
ン㈱(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横須賀市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

国外 元年度  

５ 
Agrati Japan(同) 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
国外 元年度  
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 企業名 規模 立地場所 認定産業等 立地類型 年度 

６ 
Elixirgen 
Scientific,Inc.日本
支店(外国企業) ※ 

中小企業 
(小規模企業) 

川崎市 
(LIC 入居) 

先端医療 
関連産業 

国外 元年度  

７ 
蘇州浩納新材料科技有
限公司 日本支社 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
先端素材 
関連産業 

国外 元年度 

８ ㈱システムエグゼ 大企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

県外 元年度 

９ 
MAXXIS RUBBER JAPAN㈱
(外国企業) ※ 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
国外 ２年度 

10 
㈱あすかソリューショ
ン(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

国外 ２年度 

11 
ラーソン・ジュール・ニ
ッポン㈱(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

大和市 - 県外 ２年度 

12 
㈱AI Dynamics Japan 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

藤沢市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

県外 ２年度 

13 
ネクステア・オートモー
ティブ・ジャパン(同) 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
国外 ２年度 

14 
インビザライン・ジャパ

ン㈱(外国企業） 

中小企業 

(小規模企業) 
横浜市 

先端医療 

関連産業 
県外 ２年度 

15 
ロータスジャパン㈱ 
(外国企業) ※ 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

国外 ２年度 

16 
蜂巣能源日本技研㈱ 
(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
輸送用機械 

器具関連産業 
国外 ２年度 

17 
MECHANIX WEAR LLC 
日本支店(外国企業) 

中小企業 横浜市 
先端素材 
関連産業 

国外 ２年度 

18 
㈱Newin JAPAN 
(外国企業) ※ 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

国外 ２年度 

19 
Ecoinno Japan㈱ 
(外国企業) ※ 

中小企業 
(小規模企業) 

横浜市 
先端素材 
関連産業 

国外 ２年度 

※ 外国企業立上げ支援補助金制度の活用 
 

イ 県内再投資 28件 

(ｱ) 企業立地支援事業で認定した事業所 

 企業名 規模 立地場所 認定産業 年度 

１ 
㈱ヤマダコーポレーシ

ョン 
中小企業 相模原市 

IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

元年度 

２ ㈱ホテル横須賀 中小企業 横須賀市 
観光 

関連産業 
元年度 

３ ㈱延山製作所 中小企業 川崎市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

元年度 
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 企業名 規模 立地場所 認定産業 年度 

４ ㈱滝沢電機 中小企業 相模原市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

元年度 

５ 海洋電子工業㈱ 中小企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

２年度 

６ ㈱エムアンドエヌ 中小企業 相模原市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

２年度 

７ ㈱共栄製作所 中小企業 秦野市 
輸送用機械 

器具関連産業 
２年度 

８ 味の素食品㈱ 大企業 川崎市 
未病 

関連産業 
２年度 

９ 堂本製菓㈱ 中小企業 川崎市 
観光 

関連産業 
２年度 

10 東栄電化工業㈱ 中小企業 相模原市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

２年度 

11 ㈱丸善 中小企業 海老名市 
輸送用機械 

器具関連産業 
２年度 

12 
㈱オリエンタルダイヤ

工具研究所 
中小企業 二宮町 

IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

２年度 

13 和栄工業㈱ 中小企業 伊勢原市 
ロボット 
関連産業 

２年度 

14 
㈱ケン・コーポレーショ

ン 
大企業 横浜市 

観光 
関連産業 

２年度 

15 
味の素㈱ 

味の素食品㈱ 
大企業 川崎市 

未病 
関連産業 

２年度 

16 ㈱ウイル 中小企業 大和市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

２年度 

17 ㈱レナテック 中小企業 伊勢原市 
未病 

関連産業 
２年度 

18 キヤノン㈱ 大企業 平塚市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

２年度 

19 三菱ケミカル㈱ 大企業 横浜市 
先端素材 

関連産業 
２年度 

20 鉱研工業㈱ 中小企業 伊勢原市 
ロボット 
関連産業 

２年度 

21 オイレス工業㈱ 大企業 藤沢市 
輸送用機械 

器具関連産業 
２年度 

22 ヤマシンフィルタ㈱ 中小企業 横須賀市 
先端素材 
関連産業 

２年度 

23 大森電機工業㈱ 中小企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

２年度 

24 ㈱サンコウ 中小企業 横浜市 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 

関連産業 
２年度 
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 企業名 規模 立地場所 認定産業 年度 

25 山口真空㈱ 
中小企業 
(小規模企業) 

愛川町 
IT/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
関連産業 

２年度 

 

(ｲ) ワンストップサービス等を利用した事業所 

 企業名 規模 立地場所 認定産業等 年度 

１ 
Taiga 
Baiotechnologies 
Japan㈱(外国企業) 

中小企業 
(小規模企業) 

川崎市 
(LIC 入居) 

ライフ 
サイエンス 

２年度  

２ 井上護謨工業㈱ 中小企業 秦野市 
輸送用機械 

器具関連産業 
２年度  

３ リゾートトラスト㈱ 大企業   横浜市 
観光 

関連産業 
２年度  
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卸売業

119 

39.8%

製造業

102 

34.1%

情報システム・

ソフトウェア

26 

8.7%

その他

52 

17.4%

Ⅱ 国際ビジネス振興の取組について 

 

１ 外国企業の誘致 

(1) 外国企業の県内進出の動向 

令和元年における外国企業の県内進出件数は、民間の調査によると

504件（本社299件、工場・営業所等205件）であり、平成25年以降、外

国企業の県内への進出件数は増加傾向となっている。 

県内に本社を置く外国企業の親会社の国籍別では、米国が92社

（30.8％）、ドイツが67社（22.4％）となっており、業種別では、卸売

業が119社（39.8％）、製造業が102社（34.1％）となっている。 

 

外国企業の県内進出件数（年別） 

 

 

 

   

  

  

  

 

   

 

  

 

 

 

275 267 277 267 263 267 268 278 288 302 299

143 154 
156 158 147 

161 174
184

199
202 205
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機械 23 

輸送機器 23 

電気機器 17 

化学 10 

精密機器 6 

その他 23 

出典：東洋経済新報社「外資系企業総覧」 

(件) 

(年) 

工場･営業所等 

本社 

県内に本社を置く外国企業 

（R1：親会社の国籍別） 

県内に本社を置く外国企業 

（R1：業種別） 

出典：東洋経済新報社「外資系企業総覧」 出典：東洋経済新報社「外資系企業総覧」 

【製造業内訳】 

米国

92 

30.8%

ドイツ

67 

22.4%フランス

18 

6.0%

スイス

18 

6.0%

イギリス 15 

5.0%

その他

89 

29.8%

(単位:社) (単位:社) 
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(2) 外国企業の誘致件数 

                               （件） 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

(１月31日現在) 

実 績 10 ８ 21 17 26 11 

かながわグラ

ンドデザイン 
第２期実施計画 第３期実施計画 

     

(3) 令和２年度の主な取組の実施状況 

  ア かながわビジネスサポートセンター（ＩＢＳＣかながわ）の運営 

    県内に初めて拠点を設置する外国企業等が、拠点立上げの際に利用

できる無料スタートアップオフィスの提供をはじめ、対日投資アドバ

イザーによるビジネス立上げの各種サポートを提供している。 

   ・部屋数：４部屋 

   ・利用状況：７社（１月31日現在） 

 

  イ 外国企業向けレンタルオフィスの運営 

    外国企業誘致促進のため、産業貿易センタービル内に貸しオフィス

を整備し、外国企業に賃貸している。 

   ・部屋数：６部屋 

   ・利用状況：８社（１月31日現在） 

 

  ウ 外国企業立上げ支援補助金 

    外国企業の立上げを支援するため、専門家によるコンサルティング

や会社設立手続き等に係る費用の一部を補助している。 

   ・対象分野：未病関連産業、ロボット関連産業、エネルギー関連産業、

観光関連産業、先端素材関連産業、先端医療関連産業、

IT/エレクトロニクス関連産業、輸送用機械器具関連産業、

新型コロナウイルス感染症の感染防止に資する医療・衛生

製品関連産業、地域振興型産業 

   ・補助額：拠点設立時の経費の２分の１（上限200万円） 

   ・交付決定件数：４件（１月31日現在） 

 

  エ 海外駐在員による企業誘致プロモーション 

    企業誘致施策「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」により海外から企業を本

県に呼び込むため、海外駐在員が現地で誘致活動を行っている。 
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   ・誘致活動件数：136件（１月31日現在） 

 

  オ 独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）と連携した取組 

    海外55か国に76の事務所を有するジェトロと連携することで、ジェ

トロの海外事務所が発掘した対日投資有望企業について、本県進出に

関心がある企業の情報提供を受け、ジェトロ本部やジェトロ横浜貿易

情報センターと協力して誘致に取り組んでいる。 

 

  カ 外国企業の定着支援 

    県内進出後の外国企業を支援するため、販路開拓や提携先の発掘に

つながる情報を提供する「外資系企業向けサポートセミナー」を開催

した。 

   ・開催日：令和３年１月28日 

・場 所：オンライン開催 

・参加者：40名 
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中国
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28.1%

その他
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37.3%

欧州

232 

15.1%

北米

168 

10.9%

その他

132 

8.6%

製造業

671

43.6%

商業

514

33.4%

運輸業

113

7.3%

その他

70

4.6%

２ 県内中小企業の海外展開支援 

(1) 県内企業の海外進出の動向 

令和元年における県内企業の海外進出件数は、民間の調査によると

1,539件であり、平成21年の1,106件から433件増加している。 

進出地域別では、中国が433件、その他アジア地域が574件と、合計

1,007件がアジア地域で全体の65.4％を占めており、業種別では、製造

業が671件（43.6％）、商業が514件（33.4％）となっている。 

 

県内企業の海外進出件数（年別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

(単位：件) 

(年) 

出典：東洋経済新報社「海外進出企業総覧」 

出展：東洋経済新報社「海外進出企業総覧」 出典：東洋経済新報社「海外進出企業総覧」 

(単位：件) (単位：件) 

県内企業の海外進出数 

（R1：地域別） 

県内企業の海外進出数 

（R1：業種別） 

サービス業 
74 
4.8% 

建設業 
54 
3.5% 

情報通信業 
43 
2.8% 
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(2) 数値目標と進捗状況 

   海外展開を希望する県内企業への個別支援件数        (件) 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

(１月31日現在) 

目 標 199 210 220 230 240 450 

実 績 259 217 260 341 430 485 

まち・ひと・
しごと創生総

合戦略 
第１期総合戦略 

第２期 

総合戦略 

 

(3) 令和２年度の主な取組の実施状況 

ア 「神奈川インダストリアルパーク事業」の実施 

県内中小企業の東南アジアにおける工場の進出ニーズに応えるため、

進出希望の多いベトナムの４つの工業団地と連携し、県内中小企業の

ベトナム進出の準備段階から操業後まで総合的にサポートする「神奈

川インダストリアルパーク事業」を実施している。 

   (ｱ) 連携する工業団地 

    ａ 第二タンロン工業団地 

（ベトナム・フンイエン省、ハノイ中心部より33km） 

    ｂ ドンバンⅢ工業団地 

（ベトナム・ハナム省、ハノイ中心部より40km） 

    ｃ フォーノイＡ工業団地内 

 イデインターナショナル第１、３レンタル工場 

（ベトナム・フンイエン省、ハノイ中心部より24km） 

    ｄ タンキム工業団地及びタンキム拡張工業団地内 

       ＫＩＺＵＮＡレンタルサービス工場 

（ベトナム・ロンアン省、ホーチミン中心部より19km） 

   (ｲ) 進出企業の状況（平成27年度からの累計） 

     進出企業：12社（１月31日現在） 

 

  イ 海外駐在員等による中小企業の海外展開支援 

県内中小企業に対し、海外展示会への出展支援、視察への同行、情

報提供、現地企業紹介、視察調整等による支援を行っている。 

   ・支援件数：485件（１月31日現在） 
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  ウ 民間金融機関等との連携事業の実施 

    県内中小企業の海外展開支援を目的として、㈱横浜銀行、㈱浜銀総

合研究所、東京海上日動火災保険㈱、パーソルホールディングス㈱、

㈱パソナ、三井住友海上火災保険㈱、㈱ジープラスメディアとそれぞ

れ協定を締結し、連携事業を実施している。 

   (ｱ) セミナーの開催 

    a 「越境ＥＣにおける留意点」 

     ・開催日：令和２年12月22日 

  ・場 所：オンライン 

  ・参加者：73名 

    b 「越境ＥＣにおける実践売上アップ方法」 

     ・開催日：令和３年１月15日 

  ・場 所：オンライン 

  ・参加者：66名 

   (ｲ) 横浜銀行バンコク駐在員事務所への県職員の派遣 

     平成26年７月から県職員を横浜銀行バンコク駐在員事務所へ派遣

し、現地において、協定に基づく県内中小企業の海外展開支援等を

連携して実施している。 

   (ｳ) ビジネス商談会の開催 

     横浜銀行及び(公財)神奈川産業振興センターと連携し、タイ・バ

ンコクにおいて県内企業と現地企業とのビジネスマッチングを図る

ためオンライン商談会を開催した。 

 ・開催日：令和３年１月18日から２月５日 

 ・場 所：オンライン 

 ・参加者：県内企業９社、現地企業12社 

   (ｴ) 外国人向けニュースサイトにおける情報発信 

     ㈱ジープラスメディアが運営する外国人向けの英字ニュースサイ

ト「ジャパン トゥデイ」において、米国での販路拡大を図る県内

中小企業の紹介記事を配信した。 

 ・配信日：令和３年１月15日 

 ・内 容：本県の概要及び県内企業が生産した産品等の紹介 
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  エ 留学生合同会社説明会の開催 

海外展開を目指す、あるいは既に着手している県内企業に対し、将

来の海外事業部門の責任者や現地のマネージャーとなり得る人材の確

保を支援するため、企業と留学生との合同会社説明会（ジョブフェア）

を実施した。 

   (ｱ) 第１回 

    ・開催日：６月27日 

    ・場 所：オンライン開催 

    ・企業数：16社 

    ・留学生数：148名 

   (ｲ) 第２回 

    ・開催日：９月24日から25日 

    ・場 所：オンライン開催 

    ・企業数：15社 

    ・留学生数：194名 

   (ｳ) 第３回 

    ・開催日：12月２日から４日 

    ・場 所：オンライン開催 

    ・企業数：16社 

    ・留学生数：105名 

 

  オ 海外での販路開拓等支援 

    県内中小企業の海外における販路開拓等を支援するため、海外駐在

員による展示会出展支援等を行った。 

  (ｱ) 海外展示会への出展助成  

     (公財)神奈川産業振興センターを通じて、海外展示会の出展料等

に対して助成を行っている。 

   ・助成決定企業：12社（1月31日現在） 

    ・出展地域：アジア７社、ＷＥＢ５社 

  (ｲ) 販路開拓イベントの開催 

     米国において、県内中小企業と現地食品バイヤーとの連携による

オンライン物産展等を開催した。 

 ・開催時期：令和２年11月から令和３年１月 

 ・参加企業：17社 

   (ｳ) ビジネス商談会の開催 

     神奈川産業振興センターと連携し、中国・大連において県内企業
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と現地企業とのビジネスマッチングを図るためオンライン商談会を

開催した。 

 ・開催日：令和２年１月18日から２月１日 

 ・場 所：オンライン 

 ・参加者：県内企業５社、現地企業14社 

   (ｴ) 海外展示会等での共同出展 

     海外のオンライン展示会等において、複数の県内中小企業による

共同出展事業を行った。 

    ａ 大連日本商品展覧会における共同出展 

     ・開催日：令和２年９月25日から27日 

  ・場 所：中国・大連 

  ・参加企業：３社 

 ｂ バイオ イノベーション カンファレンスにおける共同出展 

  ・開催日：令和２年10月５日から６日 

  ・場 所：米国・メリーランド（オンライン） 

  ・参加企業：９社 

 ｃ 大連国際工業博覧会における共同出展 

  ・開催日：令和２年10月10日から12日 

  ・場 所：中国・大連 

  ・参加企業：５社 

 ｄ ベトナム ものづくり商談会における共同出展 

  ・開催日：令和２年10月28日から29日 

  ・場 所：ベトナム・ハノイ（オンライン） 

  ・参加企業：13社 

 

  カ 神奈川県企業会 

    海外進出済み県内企業のニーズに応じ、現地で県内企業の相互交流

や情報交換を促進する場を設けることで、進出後の海外展開を側面か

ら支援するため、神奈川県企業会を発足させ、セミナーや企業視察、

企業交流会などを実施している。 

   (ｱ) 中国・大連（事務局：大連・神奈川経済貿易事務所） 

    ・発足日：平成27年７月24日 

    ・企業数：72社 

    ・開催日：令和２年12月２日 

    ・内 容：県内企業による大連港湾施設見学会及び企業交流会 

    ・参加者：19名 
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   (ｲ) タイ・バンコク（事務局：横浜銀行バンコク駐在員事務所） 

    ・発足日：平成30年10月25日 

    ・企業数：147社 

    ・開催日：令和３年３月18日（予定） 

    ・内 容：オンラインによるセミナー 

   (ｳ) ベトナム・ハノイ（事務局：神奈川県東南アジア事務所） 

    ・発足日：令和元年７月12日 

    ・企業数：17社 

    ・開催日：令和２年11月27日 

    ・内 容：オンラインによるセミナー 

    ・参加者：10名 

   (ｴ) ベトナム・ホーチミン（事務局：神奈川県東南アジア事務所） 

    ・発足日：令和元年10月10日 

    ・企業数：20社 

    ・開催日：(ｳ)ベトナム・ハノイとの同時開催 

   

３ 海外駐在員の派遣 

  外国企業の誘致や県内中小企業の海外展開支援等を図るため、海外３か

所に職員を派遣している。 

(1) 海外駐在員の派遣場所 

  ア シンガポール（東南アジア事務所） 

  イ 米国・ニューヨーク（北米事務所） 

  ウ 中国・大連（大連・神奈川経済貿易事務所に県職員を派遣） 

    ※ 設置運営は(公財)神奈川産業振興センター 

 

(2) 主な業務 

  ア 外国企業誘致プロモーション活動 

    現地での対日投資案件の発掘及び個別企業訪問等を通じ、外国企業

の本県誘致を促進 

  イ 県内中小企業の海外展開支援 

    海外展示会や商談会での現地支援等を通じ、県内企業の販路拡大及

び直接進出を支援 

  ウ 現地ビジネス情報の収集及び提供 

  エ その他本県海外業務に関する連絡調整等  
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４ ライフサイエンス関連産業の国際戦略 

(1) 英国・セルアンドジーンセラピー・カタパルトとの覚書の更新等 

令和２年 12 月３日に、英国の再生医療分野の実用化・産業化を促進

するための公的機関であるセルアンドジーンセラピー・カタパルトと、

平成 27年に締結した相互協力に関する覚書を更新した。 

また、同機関と連携し次のとおりオンラインセミナーを開催した。 

・開催日：令和２年11月25日 

・テーマ：国際展開による再生細胞医療の更なる活性化に向けて 

・参加者：87人 

 

 (2) フィンランド・オウル市と連携したオンラインセミナーの開催 

オウル市の産業支援公社ビジネスオウルと連携し、同市の病院等で製

品の実証試験を行う「オウルヘルス・ラボ」などを紹介するオンライン

セミナーを開催した。 

・開催日：令和２年10月８日 

・テーマ：オウルヘルス・ラボにおける実証試験 

・参加者：60人 

 

(3) 「シンガポールミッション2021」の開催 

シンガポール科学技術研究庁、シンガポール国立大学、同保健機構と

連携し、医療・ヘルスケア分野の企業の販路開拓や連携先の発掘に向け、

オンラインによる現地機関とのネットワーク構築等を行った。 

・開催日：２月22日・23日 

・テーマ：感染症対策に資するデバイス、医薬品及びサービス 

   ・参加企業：14社 
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Ⅲ 観光の主な取組について  

 

１ 神奈川県観光振興計画における指標及び進捗状況 

県は、平成31（2019）年３月に改定した「神奈川県観光振興計画」

（以下「計画」という。）に基づき、観光振興施策を推進している。令

和元年は、計画に掲げる４つの指標のうち、「観光消費額総額」は目標

を下回ったものの、その他の指標はいずれも目標を上回った。 

なお、令和２年は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、い

ずれの指標も目標を下回る見込みである。 
 

区分 
平成29(2017)年 

（実績値） 

平成30(2018)年 

（実績値） 
令和元(2019)年 

令和２(2020)年 

（目標値） 

令和３(2021)年 

（目標値） 

観
光
消
費
額
総

額
（
暦
年
） 

１兆610億円 １兆705億円 

（目標値） 

１兆1,500億円 

１兆2,500億円 １兆3,000億円 
（実績値） 

１兆1,148億円 

入
込
観
光
客
数

（
暦
年
） ２億69万人 ２億26万人 

（目標値） 

２億400万人 

２億800万人 ２億1,000万人 
（実績値） 

２億467万人 

延
べ
宿
泊
者
数

（
暦
年
） 2,076万人泊 2,302万人泊 

（目標値） 

2,200万人泊 

2,400万人泊 2,500万人泊  
（実績値） 

2,388万人泊 

外
国
人
延
べ
宿 

泊
者
数
（
暦
年
） 

234万人泊 275万人泊 

（目標値） 

260万人泊 
280万人泊 300万人泊 

（実績値） 

325万人泊 
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２  新型コロナウイルス感染症拡大に伴う対応 

(1) 観光客への情報発信 

ア 国内観光客向け 

(ｱ) 新しい生活様式を実践して旅行を楽しむポイントをまとめた 

「旅行者のための感染防止サポートブック」を作成し、県ホーム

ページ等に掲載 

(ｲ) 国内観光客向けウェブサイト「観光かながわＮＯＷ」において、 

新型コロナウイルスの感染症関連情報をまとめた特設サイト「安

心な県内旅行のために」を作成し、情報を発信 

(ｳ) 「観光かながわＮＯＷ」において、「モバイル空間統計 人口 

マップ」等、４つの混雑状況の確認方法を紹介 

イ 外国人観光客向け 

(ｱ) 外国語観光情報ウェブサイト「Tokyo Day Trip」（９言語）に 

おいて、県の新型コロナウイルス感染症特設サイトとリンクし、

最新の情報を発信しているほか、日本政府観光局の24時間コール

センター（４言語対応）等の情報も発信 

(ｲ) 「Tokyo Day Trip」において、５言語で作成した「旅行者のた 

めの感染防止サポートブック」を掲載 

(2) 観光需要の回復策 

ア 「地元かながわ再発見」推進事業 

     観光事業者を支援するとともに、県民が地元・神奈川県の魅力を

再発見する契機とするため、県民限定で、県内旅行の割引を行うキ

ャンペーンを実施（実施状況については別紙参照） 

(ｱ) キャンペーン期間 

予約受付   令和２年10月１日開始 

      販売対象期間 令和２年10月８日～令和３年２月28日 

      ※ 令和２年11月30日以降、新規販売停止 

令和２年12月28日以降を日程に含む旅行の既予約分の割引

適用停止 

(ｲ) 割引額 

  宿泊を伴う旅行 一人一泊当たり 最大5,000円割引 

  日帰り旅行   一人一回当たり 最大3,000円割引 

  ※ 横浜市、鎌倉市及び箱根町を除く地域については、宿泊を

伴う旅行は最大7,500円、日帰り旅行は最大5,000円を割引 

(ｳ) 今後の予定 

感染状況や国の動向を踏まえ、事業内容の見直しを行った上で、
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事業を実施 

イ 鉄道事業者等との連携事業 

 鉄道事業者等と連携し、ポスターの掲示やパンフレットの配架等

を実施 

ポスター掲示          281駅、535か所 

パンフレット等の配架      189駅、41,800部 

ウ 多様なメディアの活用事業 

安全安心に関する記事、メッセージ動画及び観光体験記事を作成

し、「観光かながわＮＯＷ」や旅行商品比較サイト「フォートラベ

ル」、著名人のＳＮＳ等で発信 

閲覧回数（令和３年１月31日現在） 

安全安心に関する記事     13,304回 

メッセージ動画      124,019回 

観光体験記事        2,615回 

(3) 県産品のＰＲ強化 

ア ふるさと納税の返礼品の拡充 

販路が縮小した事業者を応援するとともに、県産品の魅力をＰＲ

するため、ふるさと納税の返礼品に「かながわの名産100選ギフト

セット」を追加（令和２年11月20日～） 

イ 「かながわの名産100選」のオンライン販売 

「かながわの名産100選協議会」（事務局：公益社団法人神奈川

県観光協会）と連携して、オンライン販売サイト「かながわの名産

100選 みやげっと」を開設（令和２年11月30日～） 

(4) 神奈川県観光魅力創造協議会の取組 

ア 構成団体間の情報共有 

オンライン等で協議会を開催し、コロナ禍における国、県及び市

町村の観光施策や構成団体の取組、今後の見通しなどについて情報

を共有（令和２年５月29日、９月９日、令和３年１月26日） 

イ 観光商談会の開催 

県内観光コンテンツを活用した商品造成を促進するため、ウェブ

会議システム「Remo」を利用し、国内外の旅行会社と県内の観光事

業者による観光商談会を開催 

第１回（令和２年10月13日）旅行会社30団体、観光事業者29団体 

第２回（令和３年２月19日）旅行会社25団体、観光事業者28団体 
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(5) ワーケーションの普及に向けた支援 

ア ワーケーション特集ページの開設 

 温泉観光地・箱根で、自然豊かな環境を生かしたワーケーション

に取り組む宿泊施設を支援するため、箱根ＤＭＯ（一般財団法人箱

根町観光協会）と連携し、「観光かながわＮＯＷ」にワーケーショ

ンに取り組む宿泊施設の特集ページを開設 

イ 箱根リゾートワークプロジェクトの推進 

 民間旅行予約サイト「じゃらんnet」において、箱根におけるワ

ーケーションの宿泊プランや観光スポットを紹介する特設サイト

「リゾートワークin箱根」を開設 

開設期間 令和２年９月１日～令和３年３月15日 

掲載施設 30施設（令和３年１月31日現在） 

(6) 新たな観光モデルの創出の推進 

ア 混雑情報の発信 

     箱根地域において、デジタル技術を活用して交通情報を集約し、

箱根ＤＭＯの公式ウェブサイト「箱根全山」等を通じて、一元的に

発信することで、密の回避と感染収束後における地域の回遊を促進

（令和３年１月25日～） 

イ オンラインツアーの実施 

     大山地域において、ウェブ会議システム「Zoom」を利用した「丹

沢・大山オンラインツアー」を実施し、地域の認知度向上と感染収

束後における実来訪を促進（令和３年１月11日～３月６日の期間中

に５回実施予定） 

ウ 地域周遊の促進 

     大山地域において、小田急電鉄株式会社のMaaSアプリ「EMot」を

活用したシームレスな移動を推進するほか、ＡＩカメラを活用し、

地域の混雑状況等をリアルタイムに提供することで、密の回避と地

域間の周遊を促進（令和２年11月20日～） 

(7) みんなの感謝お届け事業（旅行補助券） 

かながわ新型コロナウイルス感染症医療・福祉応援基金を活用し、

感染症患者に直接対応した医療・福祉従事者に、メッセージを添えた

旅行補助券を贈呈 

施設数     57施設 

贈呈者数    2,712人 

旅行補助券金額 一人当たり ２万円 
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「地元かながわ再発見」推進事業の実施状況について 

 

１ 実施状況（令和２年12月31日現在） 

(1) 実績額 

業態 実績額 

旅行事業者 ２億3,492万円 

宿泊事業者 １億6,550万円 

ＯＴＡ 5,014万円 

鉄道事業者等 1,396万円 

合計 ４億6,452万円 

 

(2) 価格帯別の状況 

区分 価格帯 
利用件数 実績額 

件数 割合 金額 割合 

宿泊 

旅行 

5,000円未満 227件 0.3％ 30万円 0.1％ 

 5,000円以上 4,158件 6.2％ 1,001万円 2.7％ 

10,000円以上 8,901件 13.3％ 3,632万円 9.6％ 

15,000円以上 53,700件 80.2％ ３億3,159万円 87.7％ 

小計 66,986件  ３億7,822万円  

日帰り 

旅行 

3,000円以上 10,970件 32.2％ 1,346万円 15.6％ 

 5,000円以上 9,138件 26.8％ 1,561万円 18.1％ 

 7,000円以上 4,720件 13.8％ 1,408万円 16.3％ 

10,000円以上 9,289件 27.2％ 4,315万円 50.0％ 

小計 34,117件  8,630万円  

合計 101,103件  ４億6,452万円  

※ 利用件数の単位：宿泊旅行（人泊）、日帰り旅行（回） 

 

(3) 地域別の状況 

区分 
利用件数 実績額 

件数 割合 金額 割合 

定番エリア 44,746件 44.3％ １億5,061万円 32.4％ 

再発見エリア 56,357件 55.7％ ３億1,391万円 67.6％ 

合計 101,103件  ４億6,452万円  

 

  

別 紙 
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(4) 旅行事業者への配分状況 

区分 
本事業の 

登録社数 

実施計画に基づ 

く申請額の割合 

交付決定

額の割合 

実績額 

の割合 

（一社）日本旅行業協会
会員 

33社 79.3％ 79.8％ 81.0％ 

その他 91社 20.7％ 20.2％ 19.0％ 

合計 124社    

 

(5) 旅行時期の状況 

旅行時期 利用件数 割合 

令和２年10月 25,410件 25.1％ 

    11月 52,963件 52.4％ 

    12月 22,730件 22.5％ 

合計 101,103件  

 

２ キャンセルに伴う県負担の状況 

(1) 県負担の考え方 

新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて、令和２年12月28日から令

和３年２月28日までの期間を日程に含む予約済みの旅行について、本事

業の割引適用を停止した。 

当該旅行については、無料でキャンセル可能とし、キャンセルを受け

た事業者に対し、次に掲げる額を本事業の予算から負担した（ＧｏＴｏ

トラベル事業による割引を併用して予約した旅行を除く。）。 

ア 令和２年12月28日から令和３年１月11日までの旅行 

旅行代金の50％に相当する額（上限：宿泊旅行 20,000円/人泊、 

日帰り旅行 10,000円/回） 

イ 令和３年１月12日から２月28日までの旅行 

旅行代金の35％に相当する額（上限：宿泊旅行 14,000円/人泊、 

日帰り旅行 7,000円/回） 

 

(2) 県負担の実績（令和３年２月７日旅行分まで） 

区分 件数 県負担額 

宿泊旅行 230件 144万円 

日帰り旅行 281件 52万円 

合計 511件 196万円 

   ※ 令和３年２月８日以降の旅行分は集計中。 
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